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決算セグメントと各事業のつながり および 食品事業における機構改革

▲2025年4月改編

プロダクト起点の組織を脱却し、お客様起点による統一した戦略立案と迅速な意志決定を図るために、
温度帯で分かれていた事業本部を整理・統合し、「家庭用食品事業本部」と「業務用食品事業本部」に改編。
新設したマーケティング本部に、商品開発と営業支援活動を組込み、セールスサイドとの連携を深め、統合的に売上拡大につなげる。

中期目標戦略の着実な遂行のため 2025年4月 食品事業における機構改革を実施
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（単位：百万円）
2024年度 2025年度

実績 構成比・利益率 予想 構成比・利益率 前年比 前年比増減率

売
上
高

製粉事業 121,663 29.6% 120,000 28.3% △1,663 △1.4%

食品事業 238,353 58.0% 250,500 59.1% 12,147 5.1%

その他事業 50,861 12.4% 53,500 12.6% 2,639 5.2%

計 410,878 100.0% 424,000 100.0% 13,122 3.2%

営
業
利
益

製粉事業 9,203 7.6% 8,600 7.2% △603 △6.6%

食品事業 9,283 3.9% 9,600 3.8% 317 3.4%

その他事業他 3,000 5.9% 3,300 6.2% 300 10.0%

計 21,486 5.2% 21,500 5.1% 14 0.1%

償却前営業利益 32,380 7.9% 33,200 7.8% 820 2.5%

経常利益 24,393 5.9% 24,500 5.8% 107 0.4%

親会社株主に帰属する
当期純利益

24,757 6.0% 20,200 4.8% △4,557 △18.4%

2025年度 業績予想

人件費や物流費、原材料費を始めとした諸コストの増加、新工場稼働等に伴う償却負担増等が見込まれるものの、

拡売に伴う販売数量伸長等により、過去最高となる215億円を予想。
営業利益

売上高
売上高は、消費者の需要が引き続き堅調に推移すると見込まれることから、

過去最高となる4,240億円を予想。
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予想売上高・予想営業利益の増減要因分析 食品事業

売上高増減要因分析 営業利益増減要因分析

前年同期比：+12,147百万円（+5.1％の増収） 前年同期比：+317百万円（+3.4％の増益）

売上高増減要因分析 営業利益増減要因分析

人件費や修繕資材費、減却償却費等の増加が見込ま
れるものの、家庭用食品の採算良化やプレミックスを
始めとする業務用食品の販売数量増加等により増益
の見通し。

業務用食品は、プレミックスや冷凍食品の販売数量
増加を見込み増収、
家庭用食品は、加工食品と冷凍食品の販売数量増
とコスト上昇に伴う価格改定により増収、
中食・総菜は、販売の堅調な推移を見込み増収の見
通し。

TOPIXTOPIX
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❷ 成長領域 および 新規事業領域への戦略投資❶ 基盤領域の収益力強化

❸ M&Aや事業提携の機会追求

❺ サステナビリティ経営の推進

❹ DX推進による企業競争力の強靭化

中期目標における戦略の基本方針

収益力を一層強化し、
安定的かつ継続的にキャッシュを創出する

経営資源を重点的に配分することにより
事業領域の更なる拡大を図る

マーケティング戦略の推進
生産拠点整備
生産効率向上・物流改善の推進

販路の拡大
生産能力の増強
付加価値商品の開発･提供

製粉
食品
素材

加工
食品

冷凍
食品

中食 ヘルスケア 海外
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成長戦略② 生産拠点の新設・再配置（国内）

株式会社畑中食品新工場竣工

2023年に着工した知多新工場が2026年2月稼働予定。

大型穀物船が接岸できる立地から原材料調達コストの削減が可能となり、

最新の自動化技術やDXの活用によるスマートファクトリー化推進により、収益基盤を強化。

自然災害に強く､BCP・SDGs に配慮した最先端の製粉工場の設立を目指す。

2025年4月に連結子会社化した㈱畑中食品において、冷凍食品工場の建設に着手。

オーマイプレミアムをはじめとする個食パスタや１食完結型のワンプレート商品の出荷伸長を受け、

成長領域である冷凍食品事業における、今後の需要拡大を見据えた供給体制の増強を図る。

当社グループの冷食工場では最大規模となり、自動化技術の導入による更なる省力化を推進。

知多新工場稼働

2026年度末(予定)

2026年2月（予定）

「ニップンR&Dセンター」への研究開発拠点移転

研究開発拠点を、現在の神奈川県厚木市から神奈川県横浜市都筑区に移転。

社内外の方々とのコミュニケーションを活性化し、オープンイノベーションを推進することで、

多様なアイデアや意見を取り込み新しい価値の創造を図る。

研究開発スペースを拡張、研究員のオフィス環境を整備することで、研究開発機能を強化。

2026年10月(予定)

基盤領域の収益力強化 製粉

R&D･サステナビリティ

成長領域への戦略投資
冷凍
食品
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株主還元について

配当金の推移

15円 15円 16円 17円 18円 19円
28円

33円 33円

15円 17円 18円 19円 20円 21円

38円
33円 33円

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

期末配当

中間配当

66円

40円

66円 66円

38円
36円34円32円

30円

連結配当
性向

31.5％ 29.4％ 29.1％ 32.0％ 31.3％ 30.3％ 30.3％ 33.3％ 30.6％

（23年度・24年度の連結配当性向は特殊・特別な損益を除外して算定）

配当の基本方針

将来成長に向けた投資に
必要な内部留保の確保

安定的かつ持続的な
配当を維持しながら、

総還元性向の向上に努めていく

資産売却等による特殊・特別な損益を除外
し算定した配当性向30％以上を目安に、
利益成長による配当額増加を目指す

自己株取得は資本構成適正化に加え、
投資案件や株価の状況等を総合的に勘
案して検討・実施する

（予定）


